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序章 公共施設等総合管理計画の背景 

１．計画策定の経緯 

愛西市（以下、「本市」といいます。）は、高度経済成長

期には人口増加や行政需要の充実に対応するため、多くの

公共施設等を整備してきました。しかし、これらの多くの

施設は建設から相当の年数が経過しており、今後、改修等

を必要とする施設が増加することが考えられます。 

一方、本市の財政は厳しい状況にあり、人口減少に伴う

税収の減少や、少子高齢化に伴う経費や福祉サービスを充

実させるための経費などの増加等、限られた財源の重点

的・効率的な活用が求められています。 

そこで、健全な財政運営の実現などを基本理念とした

「行政改革大綱」を平成 18 年 10 月に策定し、また、行政

改革大綱をより強固なものとするため、具体的な数値目標

を定めた「第 1期推進計画」を平成 19年 3月に策定しま

した（現時点では平成 22年 3 月策定の「第 2期推進計

画」、平成 26年 3 月策定の「第 3期推進計画」を経て、

「第 4期推進計画」を平成 28年 3月に策定していま

す。）。その中では、合併により重複している公共施設等に

ついて、利用目的や地域バランス、地域特性、市民ニーズ

等を把握し統合・廃止・用途変更など、施設のあり方につ

いて総合的に検討するとしています。 

そこで、本市の公共施設の総量や利用状況、経費などに

ついて概要を取りまとめ、市民とともに本市の公共施設の

今後を考えていくことを目的に、平成 20 年に「愛西市施

設報告書」を示しました（平成 24年改訂）。具体的には、

建物としての経過年数や構造などの仕様、施設の管理運営

にかかる経費、利用状況などを整理し、現在保有している

施設をどうすればよいか、管理体制をどうするかなど検討

し、分野別の施設ごとに「施設の配置」、「施設の効率的管

理運営」の方針を示しました。 

しかし、この方針に基づき効率的な管理運営を進めてき

ましたが、建設から相当の年数を経過する施設が多くな

り、今後は大規模な改修や建替えが必要となるばかりでな

く、これらが同時期に集中することが懸念されます。ま

た、少子化や高齢化など社会状況の変化、人口減少ととも 愛西市施設報告書 

平成 20 年（平成 24 年改訂） 

愛西市行政改革大綱 

平成 18 年 10 月 

愛西市行政改革 

第 1期推進計画 

～集中改革プラン～ 

平成 19 年 3 月 
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に公共施設を取り巻く環境も大きく変化しつつあることか

ら、今後は、将来を見据えた公共施設のあり方について、

様々な検討が必要となっていきます。 

国の動向としては、平成 25 年 11 月に「インフラ長寿命

化基本計画」が策定され、また、「公共施設等総合管理計

画の策定要請」が平成 26年 4月 22 日に公表されましたの

で、各地方公共団体は、国の動きに合わせて、速やかに公

共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計画

（公共施設等総合管理計画）の策定に取り組まなければな

らないものとなっています。 

特に本市は、平成 17 年 4月 1 日に佐屋町、立田村、八

開村及び佐織町の 2町 2村の合併により誕生した市であ

り、合併前の自治体が整備してきた施設は合併による重複

も見受けられるため、一定の期間を経て統廃合を進め、本

市に見合う施設規模にしていく必要があります。この期間

の 1つの目安は、地方交付税の合併算定替期間と激変緩和

期間を合わせた 15年間と考えられ、地方交付税は平成 33

年度には一本算定となり、平成 27年度と比べて約 16億円

減少することが見込まれています。それまでの早い時期に

統廃合などの見通しを立て、施設に係るコストを縮減し、

適正配置を推進していく必要があります。 

このような背景を踏まえ、公共施設等を効率的かつ計画

的に更新・統廃合・長寿命化などを行うことにより、財政

負担の軽減・平準化をするとともに、公共施設等の最適な

配置の実現を推進し、市民福祉の維持向上を図っていくこ

とを目的として、庁内にて開催した愛西市公共施設等マネ

ジメント検討部会を通して検討を行い、平成 27年 4 月に

「公共施設等マネジメント基本方針（素案）」を策定し、

公共建築物の縮減目標等を定めました。 

本計画の作成は、公共施設等マネジメント基本方針（素

案）を受けて、本市が保有する公共施設等（公共建築物、

インフラ施設）を対象に全体の状況を把握することで、長

期的な視点による公共施設等の更新・統廃合、安全性の確

保（点検・診断等の実施）、機能性の維持、長寿命化等を

図るための基本的な方針を記載した総合管理計画の行動計

画を作成し、その後の個別施設計画に円滑に移行できるよ

うにすることを目的としたものです。

インフラ長寿命化基本計画

平成 25 年 11 月 

公共施設等総合管理計画

の策定要請 

平成 26 年 4 月 22 日 

公共施設等マネジメント

基本方針（素案） 

平成 27 年 4 月 
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２．計画の位置付け

本計画は、「愛西市総合計画」の下位計画として、公共建築物、インフラ施設（道路、橋

りょう、上下水道）の統廃合や長寿命化、効率的・効果的な維持管理等の取り組みを推進す

るための計画です。加えて、本計画は、公共建築物やインフラ施設に係る個別施設計画の上

位計画として位置付けます。 

また、公共施設等マネジメントは、総合計画に限らず行政改革大綱や都市計画マスター

プランとも関連しており、「公共施設等マネジメント基本方針（素案）」は公共施設等マネ

ジメントにおける基本方針と位置付けています。本計画は、基本方針の中で掲げた公共建

築物の縮減目標等を達成するための行動計画の方針を示すものです。 

３．計画の対象

本計画では、次のとおり公共施設等（公共建築物、インフラ施設）を対象とします。 

行政改革推進計画 

（第１期：H18年度～H21年度）

（第２期：H22年度～H25年度）
（第３期：H26年度～H27年度）
（第４期：H28年度～H29年度）

都市計画マスタープラン
（H22年度～H32年度）

行政改革大綱 
（H18年度～H29年度）

新市建設計画 
（H17年度～H32年度） 

愛西市総合計画 

（第1次総合計画：H20年度～H29年度） 

公共施設等マネジメント 

公共施設等総合管理計画
【行動計画】 

公共施設等総合管理計画
【個別施設計画】 

【
基
本
方
針
】

公

有

財

産

土地 

その他 

公共施設等 公共建築物 

インフラ施設 

計画対象

庁舎、消防施設、文化会館、コミュニティセンター、保育園、

社会福祉会館、診療所、図書館、体育館、小中学校 等 

道路、橋りょう、上水道、下水道 
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第１章 本市の状況 

１．市の概要 

（１）人口及び年齢区分別人口推計 

本市の人口は平成 19 年以降、約 6万 7千人をピークにその後減少傾向にあり、平成 52

年には約 5万人まで減少し、ピーク時から比べ約 25％減少すると推計されています。 

また、年齢区分の割合は、15歳未満及び 15～64 歳は減少しているのに対し、65 歳以上

は著しく増加しています。平成 52年には、15 歳未満が約 10％、15～64 歳が約 54％へ減

少するのに対し、65 歳以上は約 36％へ増加し、全人口のおよそ 3人に 1人が 65歳以上と

なる見込みです。

・平成 17年 4月 1日に佐屋町、立田

村、八開村及び佐織町が合併して誕生 

・名古屋市から西方約 20km の尾張地域

にあり、愛知県の最西端に位置 

・木曽川を挟んで三重県桑名市、岐阜県

海津市と行政界を接する 

・愛知県内の隣接自治体は津島市、稲沢

市、弥富市、あま市、蟹江町 

・面積：66.70 ㎢ 

・人口：64,430 人（H28.4.1 現在） 

・人口密度：966 人/㎢（H28.4.1 現在） 

出典：国立社会保障・人口問題研究所

61,337人

50,113人

26.2％

10.3％

65.4％

54.0％

8.4％

35.7％

0.0
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20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

1980

（S55）

1985

（S60）

1990

（H2）

1995

（H7）

2000

（H12）

2005

（H17)

2010

（H22）

2015

（H27)

2020

（H32)

2025

（H37)

2030

（H42）

2035

（H47)

2040

（H52)

（％）（人）

15歳未満
15～64歳
65歳以上
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（２）地区別人口 

 本市は、合併により誕生した市であり、旧町村域である

佐屋地区、立田地区、八開地区及び佐織地区の 4つの地区

で構成されています。 

平成 28 年の人口は、佐屋地区が最も多く約 3万人であ

る一方、八開地区が最も少なく約 4千 5百人となってお

り、約 6.5 倍の差が生じています。 

また、各地区の人口変遷は次の図表のとおりとなってお

り、いずれの地区においてもピーク時からは微減している

ものの、ほぼ横ばいで推移しています。 

              各年 4月 1日現在 

佐織
八開

立田
佐屋

8,329 

7,633 

4,955 
4,549 

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

2006

(H18)

2007

(H19)

2008

(H20)

2009

(H21)

2010

(H22)

2011

(H23)

2012

(H24)

2013

(H25)

2014

(H26)

2015

(H27)

2016

(H28)

佐屋地区 立田地区 八開地区 佐織地区

30,290 
29,546 

23,498 22,702 

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

人口（人）

2006
(H18)

2007
(H19)

2008
(H20)

2009
(H21)

2010
(H22)

2011
(H23)

2012
(H24)

2013
(H25)

2014
(H26)

2015
(H27)

2016
(H28)

佐屋 30,290 30,331 30,253 30,265 30,330 30,251 30,139 30,022 29,878 29,740 29,546

立田 8,329 8,292 8,227 8,182 8,091 8,061 7,985 7,935 7,842 7,749 7,633

八開 4,955 4,933 4,916 4,896 4,884 4,823 4,752 4,727 4,670 4,621 4,549

佐織 23,498 23,556 23,486 23,510 23,518 23,463 23,270 23,127 23,015 22,910 22,702

計 67,072 67,112 66,882 66,853 66,823 66,598 66,146 65,811 65,405 65,020 64,430

地区

人口（人）



- 6 - 

…

…

「一本算定」による段階的縮減期間

「
合
併
算
定
替

」
に
よ
る
交
付
税
額

交
付
税
上
乗
せ
額

0.7

0.5

0.3

0.1

一
本
算
定
に
よ
る
交
付
税
額

0.9

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

（H22）

2014 2015 2016 2017

（H28）

2020 2021 2022 20232018 2019

（H23） （H24）（H17） （H18） （H19） （H20） （H21） （H25） （H26） （H27） （H35） 年度（H29） （H30） （H31） （H32） （H33） （H34）

約16億円

約39億円

※地方交付税は、平成28年度から段階的に縮減され、平成27年度時点での
試算によると、平成33年度以降は約39億円になる見込みです。
（推計額は今後の国の制度等により変更になる場合があります。）

（３）財政 

◆歳入の内訳・推移 

本市の歳入は、平成 26年度が最も多く、約 260 億円となっています。平成 27 年度の内

訳は、地方税が約 73 億円と最も多く、次いで地方交付税が約 59億となっています。 

また、変遷をみると、項目により変動はあるものの、地方交付税と国・県支出金はやや

増加傾向にあります。

◆地方交付税の見通し 

歳入における地方交付税については、現在、合併による普通交付税の特例措置（合併算

定替）を受けていますが、平成 28年度以降は 5年間で段階的に縮減されていきます。特

例措置が終了する平成 33年度以降は、約 16億円（平成 27 年度決算ベース）が減額され

ると見込まれており、財政面へ大きな影響を及ぼすものと考えられます。 

67.4
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38.3
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(H27)

（億円）（億円）

歳入全体

歳入全体 地方税 地方交付税 国・県支出金 市債

地方税・地方交付税・国・県支出金・市債



- 7 - 

◆歳出の内訳・推移 

本市の歳出は、平成26年度が最も多く、約245億円となっています。また、投資的経費

も同様に平成26年度が最も多くなっていますが、これは統合庁舎の建設によるものです。 

また、変遷をみると、扶助費は一貫して右肩上がりとなっており、公債費も緩やかです

が増加傾向にあります。 

27.3

47.441.9

22.8

10.4

21.1

0
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50
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2011
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2012

(H24)

2013

(H25)

2014

(H26)

2015

(H27)

（億円）（億円）

歳出全体

歳出全体 扶助費 投資的経費 公債費

投資的経費・扶助費・公債費
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２．市の保有する公共施設等 

（１）公共建築物の状況及び施設類型の設定 

本市の保有する公共建築物は下表のとおり 129 施設（施設用途数は 141）、総延床面積

は約 22 万 1 千㎡です。類型別で比較すると、施設数、延床面積とも学校が最も多く、

19 施設、約 12万 1千㎡となっています。 

◆類型別延床面積比率 

大分類 
中分類 

（類型） 

小分類 

（施設用途） 

施設数 

(施設用途数)

延床面積

（㎡） 

割合※

（％）

行政系 

施設 

庁舎等 
市役所、分庁舎 4(4) 21,940 9.9

出張所 0(1) － －

消防施設 

消防本部消防署、 

消防署分署 
2(2) 2,860 1.3

消防団分団詰所・車庫 14(15) 720 0.3

消防ポンプ小屋 1(1) 13 0.01

その他 

行政施設 

水防センター、 

防災備蓄倉庫 
4(4) 818 0.4

市民文化系

施設 

文化施設 文化会館 1(1) 4,685 2.1

集会施設 
コミュニティセンター 10(11) 7,212 3.3

公民館 2(2) 4,866 2.2

子育て支援

施設 

保育園 保育園 4(4) 3,974 1.8

幼児・児童 

施設 

児童館 8(8) 4,055 1.8

子育て支援センター 4(4) 860 0.4

庁舎等

消防施設

その他行政施設

文化施設

集会施設

保育園

幼児・児童施設

社会福祉施設

高齢福祉施設

障がい福祉施設

保健施設

医療施設

図書館

郷土資料施設

ｽﾎﾟｰﾂ施設

学校

その他教育施設

供給処理施設

公園施設

その他
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大分類 
中分類 

（類型） 

小分類 

（施設用途） 

施設数 

(施設用途数)

延床面積

（㎡） 

割合※

（％）

保健・福祉

施設 

社会福祉施設 社会福祉会館 3(3) 3,948 1.8

高齢福祉施設

福祉センター 2(2) 4,585 2.1

デイサービスセンター 1(2) 1,566 0.7

老人憩いの家 1(2) 134 0.1

障がい福祉 

施設 
障がい者就労支援施設 3(4) 1,407 0.6 

保健施設 保健センター 1(2) 1,382 0.6

医療施設 医療施設 診療所 1(1) 661 0.3

社会教育系

施設 

図書館 図書館 1(3) 2,054 0.9

郷土資料施設
郷土資料室 0(3) － －

文化財資料倉庫 2(2) 497 0.2

スポーツ系

施設 
スポーツ施設

体育館 3(3) 14,084 6.4

プール 1(1) 1,279 0.6

運動場、 

スポーツセンター 
6(6) 1,110 0.5

学校教育系

施設 

学校 
小学校 13(13) 66,609 30.2

中学校 6(6) 54,650 24.8

その他教育 

施設 
給食センター 2(2) 3,330 1.5

供給処理 

施設 

供給処理 

施設 
排水機場 3(3) 2,056 0.9

公園 公園施設 公園施設 8(8) 105 0.05

その他 その他 

火葬場 1(1) 3,915 1.8

駅前施設 4(4) 1,200 0.5

バス車庫 1(1) 151 0.1

農村環境改善センター、

農業管理センター 
2(2) 1,780 0.8

地域交流拠点施設 1(1) 726 0.3

その他 9(9) 1,384 0.6

公共建築物 計 129(141) 220,617 100.0

  平成 27 年度末時点 

※端数処理のため、合計が 100%にならない場合があります 
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（２）インフラ施設の状況

本市の保有するインフラ施設は、下表のとおり道路延長約 1,051km、橋りょう 576

橋、上水道の管延長約 220km、下水道の管延長約 358km です。 

インフラ 区分 数量 

道路 

1 級（幹線）市道 
実延長：67,684ｍ 

道路面積：553,800 ㎡ 

2 級（幹線）市道 
実延長：92,207ｍ 

道路面積：594,926 ㎡ 

その他市道 
実延長：833,557ｍ 

道路面積：3,383,396 ㎡ 

自転車歩行者道 
実延長：57,945ｍ 

道路面積：150,102 ㎡ 

橋りょう 

 15ｍ未満：516 橋

 15ｍ以上：60 橋 

PC（プレストレストコンク

リート）橋 
橋りょう面積：5,812 ㎡ 

RC（鉄筋コンクリート）橋 橋りょう面積：3,129 ㎡ 

鋼橋 橋りょう面積：1,607 ㎡ 

その他 橋りょう面積：8,080 ㎡ 

上水道※1

導水管（φ300 ㎜未満） 延長：190ｍ 

送水管（φ300㎜～φ500㎜） 延長：50ｍ 

配水管（φ450 ㎜以下） 延長：220,159ｍ 

上水道施設 3 施設（延床面積：739 ㎡） 

下水道※2

管径（～250 ㎜） 延長：355,487ｍ 

管径（251 ㎜～500㎜） 延長：2,232ｍ 

処理施設 23 施設（延床面積：8,700 ㎡） 

平成 27 年度末時点 

※1 愛西市水道事業 

※2 公共下水道事業、農業集落排水事業、コミュニティ・プラント事業 
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（３）地区別の公共建築物の保有状況 

施設数は、佐織地区の 47施設が最も多く、施設数が最も少ない地区は八開地区の 21施

設です。 

また、延床面積は、佐屋地区が約 9.3 万㎡と最も多く、八開地区が約 2.4 万㎡と最も少

なくなっています。 

このことから、地区間に施設数及び延床面積の幅があると考えられます。 

施設類型 

（中分類） 

施設数(施設用途数)【左】／延床面積（㎡）【右】 

佐屋地区 立田地区 八開地区 佐織地区 

庁舎等 1(2) 11,081 1(1) 3,371 1(1) 3,461 1(1) 4,028 

消防施設 3(4) 2,347 3(3) 88 4(4) 314 7(7) 844 

その他行政施設 1(1) 370 1(1) 14 1(1) 389 1(1) 45 

文化施設 1(1) 4,685 － － － － － －

集会施設 4(4) 2,842 2(2) 2,035 0(1) － 6(6) 7,201 

保育園 3(3) 3,379 － － － － 1(1) 595 

幼児・児童施設 4(4) 2,396 2(2) 511 2(2) 348 4(4) 1,659 

社会福祉施設 － － 2(2) 1,773 1(1) 2,174 － －

高齢福祉施設 2(3) 2,899 － － － － 2(3) 3,387 

障がい福祉施設 1(1) 667 0(1) － 1(1) 314 1(1) 426 

保健施設 1(1) 1,382 － － － － 0(1) －

医療施設 － － － － 1(1) 661 － －

図書館 1(1) 2,054 0(1) － － － 0(1) －

郷土資料施設 0(1) － 1(1) 244 1(2) 253 0(1) －

スポーツ施設 5(5) 8,382 2(2) 3,871 1(1) 67 2(2) 4,153 

学校 6(6) 46,174 4(4) 19,791 3(3) 13,471 6(6) 41,823 

その他教育施設 － － 1(1) 2,513 1(1) 817 － －

供給処理施設 － － 1(1) 371 － － 2(2) 1,685 

公園施設 － － 3(3) 50 2(2) 34 3(3) 22 

その他 2(2) 4,066 3(3) 2,383 2(2) 1,262 11(11) 1,445 

計 35(39) 92,724 26(28) 37,015 21(23) 23,566 47(51) 67,313 

平成 27 年度末時点 

※上下水道施設はインフラ施設のため、除外しています。 

※古瀬排水機場 1(1)は市外にある施設ですが、佐織地区の供給処理施設に含んでいます。 

※小数点以下を四捨五入により整数表示としているため、公共建築物の延床面積とは一致しません。 
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いずれの地区も、学校が延床面積の半分以上を占め、最も多い類型となっています。次

いで多い類型は、佐屋、八開地区は庁舎等、立田地区はスポーツ施設、佐織地区では集会

施設となっています。地区によって類型の構成割合が異なります。 

【延床面積グラフ】 

佐屋地区 

八開地区 佐織地区 

立田地区 

庁舎等
12%

学校
50%

ｽﾎﾟｰﾂ施設
10%

学校
53%

庁舎等
15%

学校
57%

集会施設
11%

学校
62%

庁舎等

消防施設

その他行政施設

文化施設

集会施設

保育園

幼児・児童施設

社会福祉施設

高齢福祉施設

障がい福祉施設

保健施設

医療施設

図書館

郷土資料施設

ｽﾎﾟｰﾂ施設

学校

その他教育施設

供給処理施設

公園施設

その他
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 一人当たりの公共建築物延床面積は、愛西市全体では 3.42 ㎡/人であり、全国平均と同

程度、同規模自治体より若干少ない値となっています。また、地区別では、佐屋地区と佐

織地区は約 3㎡/人であるのに対して、立田地区と八開地区は約 5㎡/人となっており、地

区によって人口当たりの保有面積に差が生じています。        ※人口 H28.4.1 現在

佐屋地区 立田地区 八開地区 佐織地区 市全体 

人口（人） 29,546 7,633 4,549 22,702 64,430

総延床面積（㎡） 92,724 37,015 23,566 67,313 220,617

一人当たりの延床

面積（㎡/人） 
3.14 4.85 5.18 2.97 3.42

【参考】 

全国（981 市区 

町村）平均 

同規模自治体※

（59市）平均 

同規模自治体 

（合併自治体のみ）

一人当たりの延床

面積（㎡/人） 
3.42 3.78 4.61

（４）公共建築物の類型別年度別整備面積 

 旧耐震基準以前に建てられた建物は大半が学校施設であり、児童生徒数の増加に伴い

1969 年（昭和 44 年）から 1981 年（昭和 56年）にかけて集中的に建てられており、この

期間に建設された建物は全体の約 46％を占めています。また、これらの建物は旧耐震基準

の時期に建設されており、建物の老朽化が想定されます。 

※上下水道施設はインフラ施設のため、除外しています。 

※小数点以下を四捨五入により整数表示としているため、公共建築物の延床面積とは一致しません。

※同規模自治体とは、人口が 6～7万人の自治体です。 

※出典：東洋大学 PPP 研究センター 資料「自治体別人口・公共施設延床面積リスト」 
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保育園 幼児・児童施設 社会福祉施設 高齢福祉施設 障がい福祉施設
保健施設 医療施設 図書館 郷土資料施設 スポーツ施設
学校 その他教育施設 供給処理施設 公園施設 その他

旧耐震基準（1981年以前）

108,001㎡ 49.6%

新耐震基準（1982年以降）

109,627㎡ 50.4%

建築年度不明 2,990㎡
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３．公共施設等に係る将来の更新費用 

（１）公共建築物の更新費用 

本市の公共建築物をすべて維持すると仮定した場合の更新費用は、今後 40年間の総額

で約 935.5 億円、年平均では約 23.4 億円となります。 

 また、耐用年数を迎える公共建築物の建替えが学校施設を中心に2030 年（平成42年）頃

から急激に増え、ピーク時では年約39.3億円の更新費用が必要になると推計されます。 

■「新規整備等」を含む公共建築物の更新費用 

公共建築物の建設については、支所整備事業などが進められていることから、更新費用

のほかに新規・継続事業分（約 8.2 億円）を含めると、今後 40年間の総額で約 943.7 億

円、年平均では約 23.6 億円が必要となり、直近 5ヵ年平均の既存更新分及び新規整備分

（約 18.1 億円）の約 1.3 倍の費用が必要になると推計されます。 
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40 年間の更新費用総額
943.7 億円 
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（２）インフラ施設の更新費用 

 本市のインフラ施設のうち、橋りょうなど建設後 50年を経過しているものや整備年度

不明なものも 3割近くあり、今後急速に老朽化していくことが懸念されます。 

また、インフラ施設における今後 40 年間の整備額は、約 1,045.3 億円となり、年平均

では約 26.1 億円が必要になると推計されます。 

 主に、2030 年（平成 42 年）代には橋りょう、2040 年（平成 52 年）代からは下水道の

更新が集中することから、厳しい財政的制約への影響が懸念されます。 

■「新規整備等」を含むインフラ施設の更新費用    

下水道事業などは、事業計画に基づき工事が進められており、更新費用のほかに新規・

継続事業分（約 169.0 億円）を含めると、今後 40年間の総額で約 1,214.3 億円、年平均

では約 30.4 億円が必要となり、直近 5ヵ年平均の既存更新分及び新規整備分（約 15.6 億

円）の約 1.9 倍の費用が必要になると推計されます。 
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インフラ施設整備額 公共建築物整備額 既存更新分 新規整備分 用地取得分

（３）公共施設等（公共建築物＋インフラ施設）の更新費用 

本市が保有する公共建築物とインフラ施設を合わせた今後 40 年間の整備額は、約

1,980.8 億円となり、年平均では約 49.5 億円が必要になると推計されます。 

■「新規整備等」を含む公共施設等（公共建築物＋インフラ施設）の更新費用 

新規整備費用等については、事業費がかさむ支所整備事業や下水道事業などが将来の更

新費用推計に影響を与えることから、それらの費用を含めた更新費用の推計を合わせて検

討する必要があります。 

そのため、更新費用のほかに新規・継続事業分（約177.1 億円）を含めると、今後40年

間の総額で約2,157.9 億円、年平均では約53.9 億円が必要となり、直近5ヵ年平均の既存

更新分及び新規整備分（約33.7 億円）の約1.6倍の費用が必要になると推計されます。 
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インフラ施設整備額 公共建築物整備額 既存更新分 新規整備分 用地取得分 新規・継続事業分

40 年間の更新費用総額
1,980.8 億円 

年更新費用の試算
49.5 億円 

40 年間の更新費用総額
2,157.9 億円 

年更新費用の試算
53.9 億円 

（億円）

（億円）
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４．公共施設等に係る課題 

（１）人口 

（２）財政

（３）公共施設等

課題 

◆人口減少や少子高齢化により、人口構

造の変化に伴う公共施設等の利用ニー

ズの変化や若い世代の負担の増大等、

様々な問題が懸念されます。 

現状 

・人口は平成 19 年以降、約 6万 7千人を

ピークにその後減少傾向。平成 52年に

はピーク時から比べ約 25％減少。 

・15 歳未満及び 15～64 歳は減少してい

るのに対し、65 歳以上は著しく増加。

平成 52 年にはおよそ 3人に 1人が 65

歳以上となる見込み。 

現状 

・歳入について、地方交付税と国・県支

出金はやや増加傾向。 

・地方交付税について、合併による普通

交付税の特例措置（合併算定替）は平

成 28年度以降 5年間で段階的に縮減。

・歳出について、扶助費は一貫して右肩

上がり、公債費も緩やかに増加傾向。

課題 

◆扶助費などの義務的経費の増加や、合

併による普通交付税の特例措置の段階

的縮減等に伴い、今後、投資的経費と

して充てられる財源は減少すると考え

られます。 

現状 

・保有面積の大部分を占める学校施設の

建物の大半は旧耐震基準の時期に建設

されており、建物の老朽化が想定。 

・公共建築物とインフラ施設を合わせた 今

後40年間の整備額は約2,157.9億円とな

り、1年あたりでは約53.9億円が必要。 

課題 

◆財源が不足する一方、公共施設等の老

朽化が進んでおり、今後、集中して施

設の更新が訪れると、多大な財政圧迫

が想定されます。さらに、財政不足に

陥ると更新不可能な施設も生じ、老朽

化に伴う公共サービスの質の低下や利

用者への危険性等が懸念されます。 
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第２章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

１．計画期間 

 公共施設等総合管理計画は、中長期的な視点に基づき検討することが必要であるため、本

計画の計画期間は、平成 29 年度から平成 43年度までの 15年間とします。 

なお、計画期間の 15 年を 5年ずつの 3期に分け、それぞれの期間の進捗状況を踏まえ必

要な改善を行っていくほか、上位・関連計画や社会情勢の変化等により、適時見直しを行っ

ていくこととします。 

また、本計画に基づいた公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進する取り組みを、こ

の期間で終了させるのではなく、将来の状況等に応じて、次の計画を見据えていきます。 

２．公共施設等の管理に関する基本方針 

①点検・診断等の実施方針 

・公共施設等の管理者は、個別施設計画等に基づき、適切に公共施設等の点検を行い、

劣化・損傷の程度や原因等を把握するとともに、劣化・損傷が進行する可能性や施設

に与える影響等について診断（評価）を実施し、施設に応じた点検・診断に関するマ

ニュアルを作成し、維持管理の品質の安定化に努める。 

・点検・診断に関するマニュアル等に基づき、定期的な点検・診断を実施し、その取り

組みを継続する中で知見やノウハウを蓄積し、点検・診断の精度向上を図り、老朽化

や劣化箇所を把握することなど予防保全型の維持管理に努める。 

・点検・診断等により得られた情報を集約し、本計画を見直しする際に反映させ、充実を

図るとともに、今後の維持管理・修繕・更新等を効率的に進めていく際に活用する。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

・効果的な維持管理・修繕・更新等を図るため、施設類型ごとに予防保全型維持管理の

考え方を踏まえ、計画的な維持管理に努める。 

・予防保全の観点による最適な対策と費用を検討するため、先進的な研究、点検・診断、

修繕等の実績に関する情報を蓄積、評価し、能率的で効果的な管理の手法や耐用年数

の推定など基準類の充実などを図るよう努める。 

・財政負担が一時期に集中しないように、施設の重要度や劣化状況に応じた優先度を考慮

に入れ、重要度・優先度が高いものから着手するなど平準化を図る。 

・維持管理・修繕・更新等の方法は、先端技術等の導入も検討し、計画運営に係るコス

トを縮減する。 
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③安全確保の実施方針 

・点検・診断を通して優先順位をつけつつ維持管理・修繕・更新等を実施する。 

・維持管理・修繕・更新等の優先度は、建築年度、対象部の修繕、更新年度を踏まえ、

その設置目的に応じた重要度を設定し、劣化度と合わせて総合的に判定する。 

・防災上の面からも、著しく安全性の低い施設に関しては応急的な対策を行い、安全性

を確保するとともに、統廃合・除却等の優先順位に配慮し、それらを検討する。 

・定期的な点検を実施することで、危険性の迅速な発見に努める。 

・老朽化により供用廃止され、今後も見込みのない公共施設等が発生した場合は、取り

壊し等を視野に入れた安全の確保を行う。 

・何らかの事情により除却等に時間を要する場合は、防護柵の設置等立入禁止措置を講

じ、第三者の安全の確保に十分な配慮を行う。 

④耐震化の実施方針 

・公共建築物に関しては、旧耐震基準以前に建築した施設の耐震性能を確認するため、

「建築物の耐震改修の促進に関する法律」及び「愛西市建築物耐震改修促進計画」に

基づき、計画的に施設の耐震診断を行い、必要に応じて耐震化を進める。 

・被災時にも業務を継続的に行うために、BCP（事業継続計画）を策定し、災害拠点施設

等の機能を災害時にも継続可能なように努める。 

・インフラ施設に関しては、災害時の緊急輸送道路等、優先順位を付けつつ計画的に耐

震性を確保するよう努める。 

⑤長寿命化の実施方針 

・点検・診断を定期的に実施するとと

もに、長期的な利用が望まれる施設

に関しては、適切な時期に大規模改

修を実施するなど、計画的に施設の

平均使用年数を延長する。 

・中長期的な維持管理・修繕・更新等

に係るトータルコストを縮減し、財

政負担を行う際には LCC(ライフサ

イクルコスト)の縮減に努める。 

・インフラ施設に関しては、類型ごと

に長寿命化を図り、予防保全型の維

持管理に努める。 

出典：平成 19 年度国土交通白書

LCC（ライフサイクルコスト）のイメージ
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⑥統合や廃止の推進方針 

・人口減少や厳しい財政状況、確保すべき品質等今後の変化に伴い、これらに対応した

適切な行政サービスを将来にわたって持続的に提供していくため、施設の統廃合や複

合化等を行う。 

・耐用年数到来による更新のタイミングだけでなく、社会情勢等の変化が生じた場合は、

耐用年数にこだわらず、全体最適の視点で、施設の統廃合や複合化等を行う。 

・統廃合等により生じた未利用財産については、積極的に売却処分を行うなど施設総量

の適正化に努める。 

・民間への譲渡・売却や PFI 等の導入など、民間活力を最大限に活用する。 

・近隣自治体等との相互利用・機能補完など、自治体の枠を超えた広域連携を検討する。

⑦総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・全庁的な情報共有の観点が必要であることから、財政部門・技術部門・管財部門の連

携強化など、部局を横断した体制を構築する。 

・各施設等の特性に応じた人材を育成するため、職員のスキルと意識向上に努める等、

維持管理に関する研修会・講習会などへの積極的な参加により、高度な知識・技術の

習得に努める。 
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３．公共施設等の総量縮減に関する目標 

（１）将来の適正な投資的経費と更新費用との比較 

本市の歳出は、扶助費、人件費、物件費及び投資的経費が約 7割近くを占めており、将

来の適正な財政規模を検討した場合、普通交付税の減額や扶助費が増加傾向であることを

踏まえ、歳出規模を縮減していく必要があります。 

投資的経費（既存更新分＋新規整備分）を適正な水準に見直して比較検討した場合、今

後 40年間で公共施設等の更新に必要な 1年当たりの投資的経費は約 53.9 億円であり、将

来の適正な財政規模を検討した場合の投資的経費約 29.0 億円と比較すると、約 24.9 億円

が不足します。 

29億円

49.5億円

2.2億円

4.4億円

0億円

10億円

20億円

30億円

40億円

50億円

60億円

5ヵ年決算平均

既存更新分＋新規整備分

（適正投資水準額）

年間更新費用試算

（新規・継続事業分含む）

縮減額＝2.2 億円／年 

（31.2×0.07）

更新費用不足額＝24.9 億円／年

適正投資水準額＝29.0 億円／年

新規・継続事業分＝4.4 億円／年 

＜将来の適正な投資的経費について＞ 

・直近5カ年平均の投資的経費から直近5カ年平均の歳出額に対する交付税減額割合を差し引いて算出する。 

・ただし、平成26・27年度は統合庁舎建設費用が含まれており、平常時の水準より高めの数値となるため、平成21年

度から平成25年度を基準として算出する。 

＜更新費用算出の前提条件＞ 

・現在保有する公共施設をすべて保有し続けるとする。 

・建替え更新周期は60年（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」）、大規模改修は30年周期とする。 

・現時点で、建設時より31年以上、60年未満の施設については、今後10年間で均等に大規模改修を行うと仮定する。

・現時点で、建築時より51年以上経過しているものは、建替えの時期が近いので、大規模改修は行わないと仮定する。

・建替え、大規模改修費用等の単価は、公共施設等更新費用推計試算ソフト（総務省提供）による試算条件とする。 

適正投資水準額：29.0 億円／年 ＜ 将来必要な更新額：53.9 億円／年 

∴今後 40年間で 1年当たり 24.9 億円が不足することになります。 

「選択と集中」による将来の適正な投資的経費に向けた取り組みの推進 
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インフラ施設整備額 公共建築物整備額 既存更新分 新規整備分 用地取得分 新規・継続事業分

（２）公共施設等の長寿命化による更新費用の縮減効果 

公共施設等の更新費用の縮減を検討するにあたり、効果的な方法として予防保全により

長寿命化を図ることで、更新費用を平準化していくことが考えられます。 

公共建築物については、30 年で大規模改修を行い、60年で建替えを行う従来の考え方

から、20年と 60 年で予防保全修繕を行い、40年で大規模改修、80年で建替えを行う予防

保全の考え方へ転換を図った場合と、インフラ施設については、長寿命化計画が策定され

ている橋りょうについて長寿命化を図った場合の、今後 40年間の更新費用は約 1,871.1

億円となり、約 286.8 億円（1年当たり約 7.1 億円）の更新費用を縮減することができる

と推計されます。 

（３）公共建築物の縮減に伴うその他の費用縮減効果 

 公共施設等の長寿命化による更新費用の縮減効果約 7.1 億円／年については、一定の効

果があるものの更新費用の不足額約 24.9 億円／年に対して十分ではありません。 

また、公共建築物については、老朽化の進行により長寿命化を図ることができない建物

もあります。 

そのため、施設総量の縮減、効率的管理・運営の推進、施設縮減に伴う土地の有効活用

などにより、更なる財政負担の軽減を図る必要があります。 

40 年間の更新費用総額
1,871.1 億円 

年更新費用の試算
46.8 億円 

（億円）

【施設縮減目標値の算定仮定条件】 

☑ 施設総量縮減に伴う管理・運営費の縮減：縮減率１％あたり約 16,000 千円／年 ※1 
☑ 施設総量縮減に伴う土地の有効活用収益：縮減率１％あたり約 17,000 千円／年 ※2  
※1愛西市歳出決算書に基づき算出したもので、縮減した管理・運営費を全て投資的経費の財源に充てるものとする。 

※2公共施設等の縮減に伴い、有効活用ができる土地は、土地利用の観点から全体の８％（総資産評価額の10％）と設定

し、公共施設等の床面積を１％縮減した場合、市有地（道路・水路等を除く行政財産及び普通財産）の約 0.08％（総資

産評価額の 0.10％）が売却・貸付できるものとする。 

また、売却・貸付額は、評価額より算定、収益は 30 年間で均等に配分し、全て投資的経費の財源に充てるものとする。
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（費用削減効果）

更新費用等 

約 41％縮減

将来負担コストの縮減
・新設の抑制 

・施設総量の縮減（統廃合） 

・施設の長寿命化（耐用年数 60 年→80 年）

・土地の有効活用（売却・貸付） 

・管理・運営の効率化 

将来の費用負担

約 1.9 倍 

約 1.1 倍 

前項の公共施設等の長寿命化による効果を含め、上記の条件に基づき、将来の更新費用

等を検討すると、次の図表のように施設の縮減率と財源の均衡する範囲は 30％から 40％

となります。このことから、施設の老朽度を勘案したうえで、可能な限り長寿命化を推進

することにより、将来の更新費用等の不足額を解消できるように努めるものとします。 

（４）将来の更新費用縮減及び公共施設等の総量縮減の目標 

公共施設等マネジメントの積極的な取り組みによる維持管理費の縮減や民間活力の推進等

により、管理・運営費や更新費用等の縮減を図ることを踏まえて、公共建築物の縮減目標を

財政負担が過大とならない期間（概ね30年間）において約30％とすることとします。 

また、インフラ施設については総量の縮減が難しいため、長寿命化や合理的な管理によ

る更新費用縮減や平準化を検討します。 

【公共建築物の総量縮減の目標】 

公共建築物の延床面積を今後 30年間で約 30％縮減する。（H27 年度末対比） 

（億円）

公共建築物＋インフラ施設の更新費用：

46.8 億円／年

インフラ施設の更新費用：29.9 億円／年

施設の縮減率と財政のおおよそ均衡する範囲

施設総量縮減に伴う管理・運営費縮減額

及び土地の有効活用収益額を将来の適正

な投資的経費に上乗せ：33.0 億円／年

（延床面積縮減率） 

将来の適正な

投資的経費：

29.0 億円／年
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第３章 施設類型別の状況及び管理に関する基本方針 

１．公共建築物

 本市の保有する施設の総量の適正化を図

り、目標を達成するためには、統合や複合

化、用途変更、廃止、売却等、施設の方向

性を定める必要があります。そこで、施設

類型ごとの方向性を右図の区分の考え方を

参考に整理します。 

 なお、右図の縦軸「建物性能」には、残存

耐用年数※を指標として、横軸「利用状況な

ど」には下表の指標を用いて整理します。 

施設類型 横軸「利用状況など」の指標 単位 

①庁舎等 面積当たりの 1 日当たりの利用者数 人/日・㎡

②消防施設 面積当たりの消防職員数・団員数 人/㎡ 

③その他行政施設 - - 

④文化施設・ 

 集会施設 
稼働率（=1 年当たりの利用回数実績/1年当たりの利用可能回数） ％ 

⑤保育園 入園率（=園児数/定員数） ％ 

⑥幼児・児童施設 面積当たり 1日当たりの利用者数 人/日・㎡

⑦社会福祉施設 面積当たり 1日当たりの利用者数 人/日・㎡

⑧高齢福祉施設 面積当たり 1日当たりの利用者数 人/日・㎡

⑨障がい福祉施設 利用率（=利用者数/定員数） ％ 

⑩保健施設 面積当たり 1日当たりの利用者数 人/日・㎡

⑪医療施設 面積当たり 1日当たりの患者数 人/日・㎡

⑫図書館 蔵書数当たりの貸出冊数 （冊/冊）

⑬郷土資料施設 1 日当たりの平均利用者数 人/日 

⑭スポーツ施設 稼働率（=1年当たりの利用回数実績/1年当たりの利用可能回数） ％ 

⑮学校 面積当たりの人数 人/㎡ 

⑯その他教育系施設 面積当たりの配食数 食/㎡ 

⑰供給処理施設 面積当たりの維持管理費 千円/㎡ 

⑱公園施設 面積当たりの維持管理費 千円/㎡ 

⑲その他 面積当たりの 1 日当たりの利用者数 人/日・㎡

見直し 継続

改善廃止・売却

高

低
低 高利用状況など

建
物
性
能

※残存耐用年数
＝耐用年数（60年）－経過年数
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（１）庁舎等 

現況整理

・経過年数別延床面積は、40年以上が約 3割を占

めています。 

・残存耐用年数は愛西市役所を除くと、全体的に

比較的経過年数が古い建物が多いです。 

・愛西市役所と比較すると、八開庁舎の面積当た

り 1日当たりの利用者数は低くなっています。

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

4(5) 
21,940 ㎡ 

(9.9%) 
RC 造：10,209 ㎡

(46.5%) 

S 造：11,257 ㎡ 

(51.3%) 

LGS 造：470 ㎡ 

(2.1%) 

CB 造：4㎡ 

(0.02%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：8,098 ㎡(36.9%)  

10～19 年：262 ㎡(1.2%) 

20～29 年：4,442 ㎡(20.2%) 

30～39 年：2,476 ㎡(11.3%) 

40 年以上：6,638 ㎡(30.3%) 

不明：25㎡(0.1%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

※端数処理のため合計値や割合が一致しない場合があります 

※出張所は他施設に複合しているため、面積当たり 1日 

当たりの利用者数は 0とし、平均には含めていません。 

愛西市役所

立田庁舎

八開庁舎

佐織庁舎

永和出張所

0年

10年

20年

30年

40年

50年

60年

0.00 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08

残存耐用年数

面積当たり1日当たりの平均利用者数

平均
27年

平均
0.044人/日・㎡
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方針

庁舎は防災拠点等、市の重要な拠点である一方、全体的に老朽化が進んでいる状況で

あるため、予防保全の考え方を踏まえて、計画的に施設の長寿命化を図るとともに、効

率的・効果的な維持管理・運営に努めます。 

【分庁舎】 

・平成 26 年 7 月に策定した「支所整備基本計画」に基づき、良質かつ適正な規模の既存

建物を活用し、計画的な維持・更新を推進します。 

・市民ニーズに不断に対応しながら、地域の実情を踏まえつつ、施設のあり方を随時見

直します。 

【出張所】 

・出張所機能を廃止し、他施設への転用等を進めます。 
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（２）消防施設 

現況整理

・残存耐用年数が平均 44年と、消防本部・消防署

分署以外の分団詰所は比較的新しい建物です。

・ただし、消防本部・消防署及び消防署分署の面

積が大きいため、経過年数別延床面積は、40年

以上が約半数となっています。 

施設数 

(施設用途数) 

延床面積

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

17(18) 
3,593 ㎡ 

(1.6%) RC 造：1,602 ㎡ 

(44.6%) 

S 造：1,948 ㎡ 

(54.2%) 

LGS 造：43 ㎡ 

(1.2%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：234 ㎡(6.5%) 

10～19 年：470 ㎡(13.1%) 

20～29 年：758 ㎡(21.1%) 

30～39 年：284 ㎡(7.9%) 

40 年以上：1,847 ㎡(51.4%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

消防本部・消防署

消防署分署

佐屋第3分団佐屋第5分団 立田第1分団

立田第2分団

立田第3分団

佐織第1分団

佐織第2分団

佐織第3分団佐織第4分団
佐織第5分団

八開第1分団

八開第2分団

八開第3分団

八開第4分団

0年

10年

20年

30年

40年

50年

60年

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 1.20

残存耐用年数

面積当たりの消防職員数・団員数

平均
44年

平均
0.46人/㎡

※佐屋第 2分団は、愛西市防災備蓄倉庫に複合されている
ため、施設数（施設用途数）のみ計上しています。 

※小津消防ポンプ小屋はグラフに含めていません 
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方針

【消防本部・消防署、消防署分署】 

・市の重要な拠点である一方、全体的に老朽化の進んでいる状況であるため、予防保全

の考え方を踏まえて、計画的に施設の長寿命化を図るとともに、効率的・効果的な維

持管理・運営に努めます。 

・施設の改修・建替え等を行う際には、他施設との複合化等も検討します。 

【消防分団詰所】 

・防災上、必要な施設ですが、小規模な施設であるため、効率的・効果的な維持管理・

運営に努めつつ、施設の改修・建替え等を行う際には、他施設との複合化等も検討し

ます。 
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（３）その他行政施設 

現況整理

・残存耐用年数が平均 48年と、全体的に新しい施

設が多い状況です。 

・各地区に 1 箇所、防災施設（倉庫）が設置され

ています。 

施設数 

(施設用途数) 

延床面積

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

4(4) 
818 ㎡ 

(0.4%) 

S 造：773 ㎡ 

(94.5%) 

LGS 造：45 ㎡ 

(5.5%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：384 ㎡(46.9%) 

10～19 年：389 ㎡(47.6%) 

20～29 年：0㎡(0.0%) 

30～39 年：45 ㎡(5.5%) 

40 年以上：0㎡(0.0%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

施設名称 役割 

愛西市防災備蓄倉庫 防災用の備蓄品を収容するための倉庫 

森川防災備蓄倉庫 防災用の備蓄品を収容するための倉庫 

八開水防センター 
災害時及び訓練時の活動拠点、防災資機材の備蓄、防災意識の

高揚を図るための防災資料の展示 

草平防災用倉庫 防災用の資機材を収容するための倉庫 

方針

防災倉庫・水防センターは、防災上必要な整備であるため、施設の長期的な維持管理

を行います。 

【防災倉庫】 

・面積の小さい施設であるため、他の地区施設との複合化等も検討します。 

【八開水防センター】  

・防災拠点として、国土交通省との共同により設置され、土地は市と国が、施設は市が

所有しています。また、建設当初は施設の貸し出しを行っていましたが、現在は行っ

ていないため、施設の有効活用や市の実情等を考慮して、有効な見直しを行います。
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（４）文化施設・集会施設 

現況整理

・経過年数別延床面積は、30～39 年が 6割以上を

占めています。 

・残存耐用年数の平均が 38 年と、比較的新しい施

設が多く存在しています。 

・稼働率はいずれの施設も 50％を下回る現状で、

平均は約 14.3％となっています。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

13(14) 
16,763 ㎡ 

(7.6%) RC 造：13,385 ㎡

(79.9%) 

S 造：3,181 ㎡ 

(19.0%) 

LGS 造：197 ㎡ 

(1.2%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：681 ㎡(4.1%) 

10～19 年：3,932 ㎡(23.5%) 

20～29 年：1,102 ㎡(6.6%) 

30～39 年：11,048 ㎡(65.9%) 

40 年以上：0㎡(0.0%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

※端数処理のため合計値や割合が一致しない場合があります 

文化会館
佐織公民館

永和地区公民館

市江地区コミュニティセンター

永和地区防災コミュニティセンター

西保地区防災コミュニティセンター

立田北部地区防災コミュニティセンター
立田南部地区防災コミュニティセンター

八開地区コミュニティセンター

勝幡地域防災コミュニティセンター

藤浪地域防災コミュニティセンター
町方地域防災コミュニティセンター

草平地域防災コミュニティセンター

川渕地域防災コミュニティセンター

0年

10年

20年

30年

40年

50年

60年

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

残存耐用年数

利
用
率

平均
38年

平均
14.3％
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方針

予防保全の考え方を踏まえて、計画的に施設の長寿命化を図る一方、用途変更等も視野

に入れつつ、老朽化により施設の改修・建替え等を行う際には、複合化等も検討します。

市民ニーズや受益者負担の考え方、将来の維持管理費等を見込んで使用料の見直しを

行います。 

現在指定管理者制度を導入していない施設については、積極的に指定管理者制度等の

民間活力を導入し、施設の効果的な維持管理・運営について検討します。 

【公民館】 

・老朽化が進んでいるため、長寿命化を図り、これまでの対症療法型の維持修繕でなく、

予防保全型の維持修繕を目指します。 

・指定管理者制度等の導入や、維持管理・運営についての部分的な委託など、効果的な

運営方法を検討します。 
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（５）保育園 

現況整理

・経過年数別延床面積は、30～39 年が半数以上を

占めています。 

・残存耐用年数が平均 19年と、比較的古い施設が

存在しています。 

・入園率の平均は 76.7％と、空きはあるものの、

比較的入園されている状況となっています。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

4(4) 
3,974 ㎡ 

(1.8%) 
RC 造：3,166 ㎡ 

(79.7%) 

S 造：153 ㎡ 

(3.9%) 

LGS 造：60 ㎡ 

(1.5%) 

W 造：595 ㎡ 

(15.0%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：0㎡(0.0%) 

10～19 年：0㎡(0.0%) 

20～29 年：153 ㎡(3.9%) 

30～39 年：2,324 ㎡(58.5%) 

40 年以上：1,496 ㎡(37.6%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

※端数処理のため合計値や割合が一致しない場合があります 

方針

将来の園児数や市民ニーズ等を把握し、市の保育行政・運営のあり方を定めるため、

適正化計画（仮称）を策定し、効率的・効果的な維持管理・運営に努めます。 

少子化による園児数の減少も含めた施設の適正定員及び運営のあり方として、統廃合

や民営化、運営形態の見直しを検討します。 

佐屋中央保育園

佐屋北保育園

永和保育園

佐織保育園

0年

10年

20年

30年

40年

50年

60年

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

残存耐用年数

入
園
率

平均
19年

平均
76.7％

【参考】私立保育園(認定こども園含む)

市江保育園 270 320 118.5%

美和多保育園 370 401 108.4%

勝幡さくら園 120 138 115.0%

西川端保育園 150 178 118.7%

町方保育園 35 35 100.0%

草平保育園 120 120 100.0%

丸島保育園 30 24 80.0%

白百合保育園 60 63 105.0%

立南保育園 90 78 86.7%

計 1,245 1,357 109.0%

施設名
定員数
（人）

園児数
（人）

入園率
（％）
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（６）幼児・児童施設 

現況整理

・残存耐用年数は平均 45年と、比較的新しい建物

が多く存在しています。 

・面積当たり 1 日当たりの利用者数は、児童館は

子育て支援センターよりも多くなっています。

児童館の中でも、佐織地区の方が佐屋地区より

も高くなっています。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

12(12) 
4,914 ㎡ 

(2.2%) 
RC 造：1,913 ㎡ 

(38.9%) 

S 造：2,751 ㎡ 

(56.0%) 

LGS 造：244 ㎡ 

(5.0%) 

CB 造：6㎡ 

(0.1%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：1,893 ㎡(38.5%) 

10～19 年：1,825 ㎡(37.1%) 

20～29 年：1,196 ㎡(24.3%) 

30～39 年：0㎡(0.0%) 

40 年以上：0㎡(0.0%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

※端数処理のため合計値や割合が一致しない場合があります 

方針

全体的に施設が新しいため、予防保全の考え方を踏まえて、計画的に施設の長寿命化

を図るとともに、効率的・効果的な維持管理・運営に努めます。 

 現在指定管理者制度を導入していない施設については、積極的に指定管理者制度等の

民間活力を導入し、施設の効果的な維持管理・運営について検討します。 

 施設の改修・建替え等を行う際には、複合化等も検討します。 

佐屋西児童館

市江児童館 永和児童館

佐屋児童館

北河田児童館

勝幡児童館

草平児童館

西川端児童館

立田北部子育て支援センター

立田南部子育て支援センター

開治子育て支援センター

八輪子育て支援センター

0年

10年

20年

30年

40年

50年

60年

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

残存耐用年数
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（７）社会福祉施設 

現況整理

・経過年数別延床面積は、20～29 年がほぼ全てを

占めており、残存耐用年数も平均 34年と比較的

新しい建物となっています。 

・八開総合福祉センターや立田第 2 社会福祉会館

と比べると、立田社会福祉会館の面積当たり 1

日当たりの利用者数は少なくなっています。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

3(3) 
3,948 ㎡ 

(1.8%) 
RC 造：3,502 ㎡ 

(88.7%)  

S 造：366 ㎡ 

(9.3%) 

LGS 造：80 ㎡ 

(2.0%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：0㎡(0.0%) 

10～19 年：88 ㎡(2.2%) 

20～29 年：3,799 ㎡(96.2%) 

30～39 年：0㎡(0.0%) 

40 年以上：0㎡(0.0%) 

不明：61㎡（1.5%） 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

※端数処理のため合計値や割合が一致しない場合があります 

方針

予防保全の考え方を踏まえて、計画的に施設の長寿命化を図るとともに、効率的・効果

的な維持管理・運営に努めます。 

公の施設としては廃止し、民間による施設活用を検討します。 

民間事業者による施設の管理運営状況を踏まえ、民間事業者への移譲等を検討します。

立田社会福祉会館 立田第2社会福祉会館

八開総合福祉センター
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（８）高齢福祉施設 

現況整理

・経過年数別延床面積は、20～29 年が約 7割を占

めています。 

・残存耐用年数は平均 36年と、比較的新しい建物

が多く存在しています。 

・面積当たり 1 日当たりの利用者数は、佐屋老人

福祉センターのみ高い状況です。

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

4(6) 
6,285 ㎡ 

(2.8％) 
RC 造：6,093 ㎡ 

(96.9%) 

LGS 造：47 ㎡ 

(0.7%) 

W 造：134 ㎡ 

(2.1%) 

不明：11㎡ 

(0.2%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：0㎡(0.0％) 

10～19 年：1,566 ㎡(24.9%) 

20～29 年：4,585 ㎡(72.9%) 

30～39 年：134 ㎡(2.1%) 

40 年以上：0㎡(0.0%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

※端数処理のため合計値や割合が一致しない場合があります。 

※佐屋老人憩いの家・佐織デイサービスセンターは他
施設に複合しているため、面積当たり 1日当たりの
利用者数は 0とし、平均には含めていません。 

佐屋老人福祉センター湯の花の里

佐織総合福祉センター

佐屋デイサービスセンター

藤浪老人憩いの家

佐屋老人憩いの家

佐織デイサービスセンター
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平均
0.12人/日・㎡
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方針

予防保全の考え方を踏まえて、計画的に施設の長寿命化を図るとともに、効率的・効

果的な維持管理・運営に努めます。 

法定給付費等による利用料金収入のみで運営できる施設は、その一部を指定管理者か

ら市へ還元する制度について検討します。 

民間と競合する施設又は民間が提供しているサービスで代替可能な施設については、

民間譲渡や廃止、民間による施設活用を検討します。 

【佐織総合福祉センター、佐屋老人福祉センター・佐屋デイサービスセンター】 

・公の施設としては廃止し、民間による施設活用を検討します。 

【藤浪老人憩いの家】 

・木造で耐用年数を経過していますが、グラウンドを有しており定期的な利用者がある

ため、代替地を用意したうえで売却や貸与、譲渡等を検討します。 
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（９）障がい福祉施設 

現況整理

・残存耐用年数は平均 37年と、比較的新しい建物

が多く存在しています。 

・障がい福祉施設は各地区に 1施設あります。 

・施設利用者数が 4地区合計で定員 60名の所、66

名のため、利用率が 100％を超えています。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

3(4) 
1,407 ㎡ 

(0.6%) 

S 造：1,364 ㎡ 

(96.9%) 

LGS 造：44 ㎡ 

(3.1%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：0㎡(0.0%) 

10～19 年：478 ㎡(34.0%) 

20～29 年：923 ㎡(65.6%) 

30～39 年：0㎡(0.0%) 

40 年以上：6㎡(0.4%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

※端数処理のため合計値や割合が一致しない場合があります 

方針

予防保全の考え方を踏まえて、計画的に施設の長寿命化を図るとともに、効率的・効果

的な維持管理・運営に努めます。 

 民間事業者による施設の管理運営状況を踏まえ、民間事業者への移譲等を検討します。

愛西の里さや

愛西の里はちかい

愛西の里さおり

愛西の里たつた
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60年
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残存耐用年数

利
用
率

平均
37年

平均
110.0％

※愛西の里は 4施設合計の利用者数以外は不明のため、

全て等しい利用率となっています。 
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（10）保健施設 

現況整理

・経過年数別延床面積は、佐織保健センターの床

面積が不明のため、30 年が 100％となっていま

す。 

・残存耐用年数は平均 33年と、2施設とも比較的

新しい建物です。 

・保健施設は佐屋・佐織地区にはありますが、立

田・八開地区にはない状況です。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

1(2) 
1,382 ㎡ 

(0.6%) 

RC 造:1,310 ㎡ 

(94.8%) 

S 造:72 ㎡ 

(5.2%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：0㎡(0.0%) 

10～19 年：0㎡(0.0%) 

20～29 年：0㎡(0.0%) 

30～39 年：1,382 ㎡(100.0%) 

40 年以上：0㎡(0.0%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

方針

予防保全の考え方を踏まえ、施設の長寿命化を図るために計画的・効果的な維持管理・

運営に努めます。 

佐屋保健センターに全ての機能を集約することについて検討し、保健業務の執行体制

を見直すことで、施設の稼働率を上げます。 

佐屋保健センター

佐織保健センター
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平均
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※佐織保健センターは他施設に複合しているため、面積当たり 1日当たりの利用者数は
0とし、平均には含めていません。



- 39 - 

（11）医療施設 

現況整理

・八開診療所の残存耐用年数は、47 年と比較的新

しい建物です。 

・医療施設は、八開地区の診療所の 1 施設のみと

なっています。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

1(1) 
661 ㎡ 

(0.3%) 

S 造：661 ㎡ 

(100.0%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：0㎡(0.0%) 

10～19 年：661 ㎡(100.0%) 

20～29 年：0㎡(0.0%) 

30～39 年：0㎡(0.0%) 

40 年以上：0㎡(0.0%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

方針

予防保全の考え方を踏まえて、計画的に施設の長寿命化を図ります。 

民間との競合、市としての存置の意義、利用率などの観点に加え、コスト構造も踏まえ

た施設のあり方を見直し、必要に応じて廃止・民営化や、運営形態の見直しを進めます。

国民健康保険八開診療所

0年

10年

20年

30年

40年

50年

60年

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

残存耐用年数

面積当たり1日当たりの平均患者数

※患者数は内科のみの集計
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（12）図書館 

現況整理

・残存耐用年数の平均は 28 年となっていますが、

単独施設である中央図書館は 38 年と、比較的新

しい建物です。 

・蔵書数当たりの貸出冊数の平均は約 0.92 冊と

なっていますが、立田図書館のみ低い値となっ

ています。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

1(3) 
2,054 ㎡ 

(0.9%) 

RC 造：2,012 ㎡ 

(98.0％) 

S 造：42 ㎡ 

(2.0％) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：0㎡(0.0%) 

10～19 年：0㎡(0.0%) 

20～29 年：2,054 ㎡(100.0%) 

30～39 年：0㎡(0.0%) 

40 年以上：0㎡(0.0%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

方針

積極的に指定管理者制度等の民間活力を導入し、サービスの質を高めつつ、施設の効

果的な維持管理・運営について検討します。 

目指すべき図書館と、最適な運営形態となるよう見直します。 

予防保全の考え方を踏まえて、計画的に施設の長寿命化を図ります。 

【立田図書館、佐織図書館】 

・複合している施設の状況及び市民ニーズを踏まえて効果的・効率的な運営に努めます。

・立田図書館については、利用状況を考慮し廃止を検討します。 

中央図書館

立田図書館

佐織図書館
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（13）郷土資料施設 

現況整理

・文化財資料倉庫を除いた資料室の 1 日当たりの

利用者数を比較すると、八開郷土資料室が高い

値となっています。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

2(5) 
497 ㎡ 

(0.2%) 

RC 造：253 ㎡ 

(50.9%) 

W 造：244 ㎡ 

(49.1%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：0㎡(0.0%) 

10～19 年：0㎡(0.0%) 

20～29 年：0㎡(0.0%) 

30～39 年：0㎡(0.0%) 

40 年以上：0㎡(0.0%) 

不明：497 ㎡(100.0%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

方針

【郷土資料室・歴史民俗資料室】 

・複合している施設の状況及び市民ニーズを踏まえた効果的・効率的な運営に努めます。

【文化財資料倉庫】 

・他施設の空きスペースを活用するなど、積極的に廃止を検討します。 

・八開文化財資料倉庫は廃止し、跡地の有効活用を検討します。 

八開郷土資料室

佐屋郷土資料室 佐織歴史民俗資料室

立田文化財資料倉庫

八開文化財資料倉庫0年
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40年
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60年

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0

残存耐用年数

1日当たりの平均利用者数

平均
29年

平均
3.75人

※文化財資料倉庫は建築年が不明のため、残存

耐用年数を 0としています。 

※文化財資料倉庫は利用者数がないため 1日 

当たりの平均利用者数を 0としています。 
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（14）スポーツ施設 

現況整理

・残存耐用年数は平均 29年となっていますが、11

年から 46年と施設によって幅があります。 

・稼働率の平均は 35.4％となっていますが、16％

から 51％と施設によって幅があります。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

10(10) 
16,473 ㎡ 

(7.5%) 

SRC 造：75 ㎡ 

(0.5%) 

RC 造：14,940 ㎡

(90.7%) 

S 造：810 ㎡ 

(4.9%) 

LGS 造： 350 ㎡ 

(2.1%) 

W 造：120 ㎡ 

(0.7%) 

CB 造：178 ㎡ 

(1.1%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：103 ㎡(0.6%) 

10～19 年：7,119 ㎡(43.2%) 

20～29 年：380 ㎡(2.3%) 

30～39 年：1,608 ㎡(9.8%) 

40 年以上：7,263 ㎡(44.1%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

※端数処理のため合計値や割合が一致しない場合があります 

親水公園総合体育館

立田体育館

佐織体育館

佐屋プール

佐屋スポーツセンター

親水公園総合運動場

佐屋総合運動場

立田総合運動場

八開運動場

佐織総合運動場
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60年
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残存耐用年数

利
用
率

平均
29年

平均
35.4％

※プールは休止中のため、利用率を 0％として扱い、
平均には含めないこととしています。 
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方針

事務事業の見直しにおける「使用料の見直し方針」の運用により、利用料金制を採用

しているスポーツ施設の指定管理者制度において、施設利用料の増収を目指します。将

来的には指定管理料の縮減に向けて、施設維持に必要な経費及び老朽化施設への経費を

確保し、長寿命化を図ります。また、今後は施設における命名権など、これまで取り入

れたことのない施策を市と指定管理者とで考察します。 

施設の利用状況を踏まえ、統廃合等も検討します。 

【体育館】 

・親水公園総合体育館の高い稼働率を活用して、指定管理者における事業提案をより効

果のあるものとし、利用者における施設の付加価値を高めます。また、老朽化の進む

佐織体育館、立田体育館においては、地域の特徴をより現実的に把握し、地域の特徴

にあった事業提案を行うなど、指定管理者における民間のノウハウを駆使し、利用者

増による収益の増収を目指します。 

【運動場】 

・運動場の施設についても体育館と同様で、指定管理者における民間のノウハウを駆使

し、利用者増による収益の増収を目指します。 

【プール】 

・佐屋プールの取り壊しについては、財政面や安全面、社会情勢などを考慮し、適切に

対応を図ります。 
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（15）学校 

現況整理

・残存耐用年数は平均 17年となっており、全体的に

老朽化が進んでいます。最も少ない立田南部小学

校は 4年となっています。 

・面積当たりの人数の平均は 0.048 人/㎡となって

いますが、施設によりばらつきがあります。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

19(19) 
121,259 ㎡ 

(55.0%) 

RC 造：114,322 ㎡ 

(94.3%) 

S 造：4,156 ㎡ 

(3.4%) 

LGS 造:2,447 ㎡ 

(2.0%) 

W 造：189 ㎡ 

(0.2%) 

CB 造：32 ㎡ 

(0.03%) 

不明：113 ㎡ 

(0.1%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：119 ㎡(0.1%) 

10～19 年：14,734 ㎡(12.2%) 

20～29 年：13,700 ㎡(11.3%) 

30～39 年：52,934 ㎡(43.7%) 

40 年以上：37,614 ㎡(31.0%) 

不明：2,158 ㎡(1.8%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

※端数処理のため合計値や割合が一致しない場合があります 

佐屋小学校

佐屋西小学校

市江小学校

永和小学校

立田北部小学校

立田南部小学校

立田南部小学校福原分校

八輪小学校

開治小学校

北河田小学校

勝幡小学校

草平小学校

西川端小学校

佐屋中学校
永和中学校

立田中学校

八開中学校

佐織中学校

佐織西中学校

0年

10年

20年

30年

40年

50年

60年

0.00 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.09 0.10

残存耐用年数

面積当たりの人数

平均
17年

平均
0.048人/㎡



- 45 - 

方針

平成 29 年 6 月に、市内小中学校の学校規模及び配置の適正化に関する考え方と方策

を示した「愛西市立小中学校適正規模等基本計画」を策定する予定です。現在は、愛西

市立小中学校適正規模等検討協議会より市教育委員会へ意見の提案があり、同委員会で

議論が行われています。 

予防保全の考え方も踏まえて、計画的に施設の長寿命化を図るとともに、効率的・効

果的な維持管理・運営に努めます。 
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（16）その他教育施設 

現況整理

・残存耐用年数は平均 51年となっており、特に学

校給食センターは 56 年と新しい建物となって

います。 

・面積当たりの配食数の平均は 168 食/㎡ですが、

2施設の差が約 160食/㎡と違いが見られます。

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

2(2) 
3,330 ㎡ 

(1.5％) 

S 造：3,330 ㎡ 

(100.0%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：2,513 ㎡(75.5%) 

10～19 年：817 ㎡(24.5%) 

20～29 年：0㎡(0.0%) 

30～39 年：0㎡(0.0%) 

40 年以上：0㎡(0.0%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

方針

予防保全の考え方を踏まえて、計画的に施設の長寿命化を図るとともに、効率的・効

果的な維持管理・運営に努めます。 

施設の集約化も含め、給食サービス提供体制の最適化を検討します。 

 単独調理方式を採用している 6校の学校や児童・生徒数の推移等に鑑み、集約化等も

視野に入れ、効果的な維持管理・運営に努め、財政負担の縮減に努めます。 

学校給食センター

学校給食八開センター

0年

10年

20年

30年

40年

50年

60年

0 50 100 150 200 250 300

残存耐用年数

面積当たりの配食数

平均
51年

平均
168食/㎡
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（17）供給処理施設 

現況整理

・経過年数別延床面積は、10～19 年が約 7.5 割を

占めています。 

・残存耐用年数の平均は 28 年ですが、施設により

ばらつきがあります。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

3(3) 
2,056 ㎡ 

(0.9%) 

RC 造：2,056 ㎡ 

(100.0%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：0㎡(0.0%) 

10～19 年：1,533 ㎡(74.6%) 

20～29 年：0㎡(0.0%) 

30～39 年：371 ㎡(18.0%) 

40 年以上：152 ㎡(7.4%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

方針

排水機場は水防施設として必要な施設であるため、定期的に点検等を実施し、予防保

全の考え方を踏まえて、計画的に施設の長寿命化を図ります。 

佐屋川排水機場

古瀬排水機場

目比川河口排水機場

0年

10年

20年

30年

40年

50年

60年

0.01.02.03.04.05.06.07.08.09.010.0

残存耐用年数

面積当たりの維持管理費

平均
28年

平均
5.5千円/㎡
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（18）公園施設 

現況整理

・残存耐用年数の平均は 42 年で、比較的新しい施

設となっています。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

8(8) 
105 ㎡ 

(0.05%) 

RC 造：19 ㎡ 

(17.8%) 

S 造：87 ㎡ 

(82.2%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：5㎡(5.1%) 

10～19 年：38 ㎡(35.9%) 

20～29 年：13 ㎡(12.7%) 

30～39 年：0㎡(0.0%) 

40 年以上：0㎡(0.0%) 

不明：49㎡(46.3%) 
※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

方針

予防保全の考えのもと、施設カルテや公園台帳を利活用し、計画的・効率的な管理を

行い、財政負担の平準化を図ります。また、計画は適宜、PDCA サイクルを回しながら見

直しを行います。 

【児童遊園】 

・利用のない公園の廃止や地元への移管協議を進め、また、必要性のない公園は、地域

の実情を勘案しながら新しい利活用方法を検討します。 

【都市公園等】 

・地域との協働や、イベント等の開催による使用料の徴収等、収益事業を行い、維持管

理・運営費の縮減に努めます。 

宮地農村公園

古瀬公園

小茂井農村公園
北河田公園

リバーサイドパーク

栄町ちびっこ広場

山路農村公園

二子ふれあい公園

0年

10年

20年

30年

40年

50年

60年

0.010.020.030.040.050.0

残存耐用年数

面積当たりの維持管理費

平均
42年

平均
24.1千円/㎡

※栄町ちびっこ広場の経過年数が不明なため、 

残存耐用年数を 0年としています。 
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（19）その他 

現況整理

・経過年数別延床面積は、10 年未満が約半数を占

めています。 

施設数 

(施設用途数)

延床面積 

(割合※) 

構造別延床 

面積(割合) 

18(18) 
9,157 ㎡ 

(4.2％) 

RC 造：6,271 ㎡ 

(68.5%)  

S 造：1,986 ㎡ 

(21.7%) 

LGS 造：102 ㎡ 

(1.1%) 

W 造：777 ㎡ 

(8.5%) 

CB 造：8㎡ 

(0.1%) 

その他：13 ㎡ 

(0.1%) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：4,324 ㎡(47.2%) 

10～19 年：2,415 ㎡(26.4%) 

20～29 年：1,090 ㎡(11.9%) 

30～39 年：460 ㎡(5.0%) 

40 年以上：674 ㎡(7.4%) 

不明：194 ㎡(2.1%) 

※公共建築物全体の総延床面積に対する割合 

※端数処理のため合計値や割合が一致しない場合があります 

渕高駅前公衆便所

勝幡駅前広場

立田地域交流拠点施設

藤浪駅前広場

八開農業管理センター

総合斎苑

農村環境改善センター

0年

10年

20年

30年

40年

50年

60年

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

残存耐用年数

面積当たり1日当たりの平均利用者数

平均
39年

平均
15.75人/日・㎡

※藤浪駅前警察官立ち寄り所、巡回バス車庫、旧松永邸、旧八開診療所、

旧福祉作業所、旧消防ポンプ小屋はグラフには含めていません。 
※総合斎苑は利用件数を利用者数として集計しています。

※旧消防ポンプ小屋を抜いた図となっています。 
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方針

予防保全の考え方を踏まえて、計画的に施設の長寿命化を図ります。 

施設の利用状況を分析し、統廃合等を検討します。 

【立田地域交流拠点施設、農村環境改善センター】 

・指定管理者制度等の民間活力を導入し、施設の効果的な維持管理・運営について検討

します。また、市民ニーズや受益者負担の考え方、将来の維持管理費等を見込んで使

用料の見直しを行います。 

【八開農業管理センター】 

・平成 29 年度から農業管理施設としては廃止し、コミュニティセンターとして有効活

用を図ります。 

【総合斎苑】 

・指定管理者制度により、施設の効果的な維持管理を行います。今後は式場の利用方法

と、将来の維持管理費等を見込んで使用料の見直しを検討します。 

【旧松永邸】 

・建物を取り壊し、跡地の有効活用を検討します。 

【旧福祉作業所】 

・旧福祉作業所は、貸付中の施設です。また、土地においても長期貸付中のため、施設

の老朽化による取壊し等を検討します。 
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２．インフラ施設

（１）道路

① 現況整理 

本市の保有する道路の実延長は約 105 万ｍ、道路面積は約 468 万㎡となっています。

道路の分類別割合は、実延長と道路面積のどちらもその他の市道が 7割以上を占めてお

り、次いで 2級（幹線）市道となっています。 

② 今後の方針 

・予防保全の考えのもと、計画的・効率的な管理を行い、道路の長寿命化や財政負

担の平準化を図ります。 

・修繕については、利用状況や財政状況を踏まえつつ、優先順位を定めて実施する

ことで、維持管理費の縮減に努めます。また、舗装修繕については、現場を調査

し、計画的に維持管理を行います。 

・ガードレール等の道路付属物は、利用者の安全確保を考慮し、適材適所の位置に

配置します。 

・ユニバーサルデザインの考え方のもと、誰にでも優しい道路づくりに努めます。 

1級（幹線）市道

67,684m

6.4%

2級（幹線）市道

92,207m

8.8%

その他の市道

833,557m

79.3%

自転車歩行者道

57,945m

5.5%
1級（幹線）市道

553,800㎡

11.8%

2級（幹線）市道

594,926㎡

12.7%

その他の市道

3,383,396㎡

72.3%

自転車歩行者道

150,102㎡

3.2%

実延長 道路面積 

どちらも 7割以上を占めています。 
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（２）橋りょう 

① 現況整理 

年度別橋りょう面積は、1972 年から 1975 年の 4年間が特に多く、その中でも 1975 年

は 2,477 ㎡と突出しています。 

② 今後の方針 

・平成24年 3月に策定した「愛西市橋梁長寿命化修繕計画」に沿って計画的・効率的

な管理を行い、財政負担の平準化を図ります。また、計画は適宜、PDCAサイクルを

回しながら見直しを行います。 

・平成26年 7月に施行された国土交通省告示に沿って、5年に1度、全ての橋りょう

点検を行うとともに修繕計画を策定し、橋りょうの修繕を行います。 

・日常点検においては、財政負担の縮減を目指して予防保全の点検・診断等を行い、安

全確保に努めます。 

・修繕等は、日常点検等により、優先度を評価したうえで、予防保全の修繕を基本と

しつつも、事後保全の修繕も効果的に使い分けることで、効果的な長寿命化を図り

ます。 
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（３）上水道（企業会計）

① 現況整理 

 年度別上水道管延長は、1979 年から 1997 年が特に多く、その中でも 1997 年は 7,128

ｍと突出しています。また、最も少ない 2005 年の 615ｍと比べ、約 11倍もの差が生じ

ており、年度により整備量に差があります。 

上水道施設

・経過年数別延床面積は、40 年以上が 100％と、

全体的に施設の老朽化が進んでいます。 

施設数 

(施設用途数)
延床面積 

構造別延床 

面積(割合) 

3(3) 739 ㎡ 

RC 造：716 ㎡ 

(96.9％) 

CB 造：23 ㎡ 

(3.1％) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：0㎡(0.0％) 

10～19 年：0㎡(0.0％) 

20～29 年：0㎡(0.0％) 

30～39 年：0㎡(0.0％) 

40 年以上：739 ㎡(100.0％) 

② 今後の方針 

・平成27年3月に策定した「愛西市新水道ビジョン」に沿って計画的・効率的な管理を

行い、財政負担の平準化を図ります。また、計画は適宜、PDCAサイクルを回しながら

見直しを行います。 

・優先順位を定め、段階的に耐震管への更新を行い、被災時の上水道機能の確保に努めます。 

・日常点検においては、予防保全の点検・診断等を行い、財政負担の縮減に努めます。 

・民間活力の導入や施設の統廃合等も考察し、施設の効果的な維持管理・運営について検

討します。 

・公営企業会計として、戦略的かつ効率的な経営に努めます。
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（４）下水道

① 現況整理 

年度別下水道管延長は、1995 年から 2004 年の 10年間が特に多く、1998 年は 29,418

ｍと突出しています。また、最も少ない 1992 年の 5,305ｍと比べ、約 5.5 倍もの差が生

じており、年度により整備量に差があります。 

下水道施設

・経過年数別延床面積は、10～19 年が約 8割を占

めており、全体的に新しい施設が多くなってい

ます。 

施設数 

(施設用途数)
延床面積 

構造別延床 

面積(割合) 

23(23) 8,700 ㎡ 

RC 造：8,626 ㎡ 

(99.2％) 

S 造：73 ㎡ 

(0.8％) 

経過年数別延床面積(割合) 

10 年未満：292 ㎡(3.4％) 

10～19 年：7,036 ㎡(80.9％) 

20～29 年：1,373 ㎡(15.8％) 

30～39 年：0㎡(0.0％) 

40 年以上：0㎡(0.0％) 

※端数処理のため合計値や割合が一致しない場合があります 

② 今後の方針 

・予防保全の考えのもと、長寿命化を図り、計画的・効率的な管理を行い、財政負担

の平準化を図ります。 

・日常点検においては、予防保全の点検・診断等を行い、財政負担の縮減に努めます。 

・民間活力の導入や施設の統廃合等も考察し、施設の効果的な維持管理・運営につい

て検討します。 

・平成 31年度から公営企業会計を適用し、計画的な経営基盤の強化と財政マネジメ

ントの向上に取り組みます。 
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第４章 フォローアップ体制の構築等 

１．全庁的な取組体制の構築及び情報共有・共有方策 

（１）庁内推進体制の構築 

 将来に向けて、施設総量の適正化や適正な公共施設等の維持・更新を図っていくため

には、所管部署だけでの対応は困難であり組織の横断的な連携が必要です。本計画を効

率的かつ効果的に推進していくため、所管部署と管財部署との横断的な連携・支援など

を図ることができる体制を構築します。 

（２）財政部局との連携 

公共施設等マネジメントを効率的かつ効果的に推進していくためには、財政部局との

連携が必要不可欠であり、新たに必要となる経費等については、全体の予算編成を踏ま

えて検討します。 

（３）市民との情報共有 

公共施設等を介した行政サービスのあり方や建物の老朽化等に伴う適正化について

は、市民と行政の相互理解や共通認識を形成するとともに、市民協働を積極的に推進す

ることができるように努めます。そのために、市民アンケート等による啓発活動、市民

ニーズの把握、広報やホームページ等での情報共有等を行います。 

（４）職員の意識改革 

全庁的に公共施設等のマネジメントを推進するためには、職員が公共施設等の現状や

マネジメントの導入意義を十分理解し、経営的な視点に立った施設総量の適正化や効果

的な維持管理へ方向転換を図っていくとともに、職員自らが創意工夫していくことが重

要です。そのため、職員に対し、現状の周知や研修を行うよう努めます。 

（５）市域を超えた広域連携 

 将来の公共施設等のあり方を検討する際には、周辺自治体との連携による効率的な運

営の観点から、市域内で全ての必要機能を整備・運営するという考え方に捉われず、隣

接する自治体を含む広域的な視野を持って公共施設等の相互利用等の検討を積極的に行

います。 
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２．フォローアップの実施方針 

公共施設等マネジメントに関する施策において、総合計画、行政改革大綱などの上位計

画と整合を図りつつ、今後、人口構造や社会情勢の変化も予測されることを踏まえ、市と

してのあるべき行政サービス水準を考慮しながら、PDCA（計画・実行・評価・改善）サイ

クル等を活用し、その都度、進捗管理や見直しを行い、継続的かつ効果的な取り組みを推

進します。また、PDCA サイクルによる評価を踏まえ、本計画、関連計画などの見直しを

適切に行います。 

３．新地方公会計整備との関係 

本市では、平成 29年度を目途に新地方公会計制度の導入が進められており、これに伴

い整備される固定資産台帳を活用し、公有財産の保有状況や行政サービスにかかるコス

ト情報を正確に把握することにより、より精緻な公共施設等の管理や保有量の調整、コス

ト削減の検討を行います。 

４．新たな取り組みの推進 

公共施設等マネジメントを推進する際には、PPPや PFI 等の民間活力の導入が適してい

るかを適正に検討したうえで、積極的に民間資金やノウハウを導入し、質の高い公共サー

ビスの提供、財政負担の縮減に努めます。 

なお、本市では、学校給食センターにおいて PFI 手法を導入しており、効果が確認され

ています。 

５．ロードマップ 

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための行動計画にあたる本計画は、

平成 27 年度・平成 28 年度の 2年間で策定したものです。今後、将来の公共施設等のあり

方を具体的に示し、公共施設等の長寿命化や縮減目標等を達成するために、「個別施設計

画」を平成 32年度までに策定するものとします。 

個別施設計画は、施設類型別に統廃合、用途変更、民間移譲及び廃止等の考え方をまと

め、公共施設として存続するものについて長寿命化を図ることを目的としています。 

個別施設計画の策定は、施設により違いはありますが、標準的な流れは次のとおりです。 

◆類型別施設の規模の適正化についての検討 

・施設評価 

・課題の洗い出し 

・あり方の検討 

・具体的方策の決定 
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◆長寿命化計画の策定 

 ・建物評価 

 ・長寿命化の検討 

 ・維持管理、改修、更新の検討 

公共施設等総合管理計画の計画期間は 15 年と長期に渡るため、5年ずつ 3期に分け、

各期に取組方針を定め、削減目標の達成に向けて計画的に進めていきます。 

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画

行動計画

個別施設

計画

マネジメント

全般

パブリックコメント

第3期（H39～H43）
達成期間

第2期（H34～H38）
実施期間

第1期（H29～H33）
集中取組期間



- 58 - 

参考資料 

１．市民アンケート 

（１）アンケート概要 

【調査目的】 適切な公共施設等の管理に向けた市民の理解を深めるため 

【調査期間】 平成 28年 4月 20 日～平成 28年 5 月 11 日 

【調査対象】 本市在住の 18歳以上 1,500 人（無作為抽出）を対象 

【配布方法】 郵送により対象者に調査票と返信用封筒を送付し、回答記入後、

調査票を返送してもらう方法で実施 

【配布数】  1,500 件 

【回収数】  624 件 

【回収率】  41.6％ 

（２）アンケート結果概要 

○回答者の属性 

設問１ 

・性別は男性が 4割、女性が 6割で女性の方が多い状況である。 

設問２ 

・年齢は、50歳代、40歳代、30 歳代がいずれも約 2割で多い状況である。 

設問３ 

・職業は、会社員、パート・アルバイト、無職、家事専業が多く回答を得ている。

設問４ 

・住まいは、佐屋地域が約 4.5 割、佐織地域が約 3.5 割、立田地域と八開地域が

約 1割という状況である。 

○公共施設等の満足度 

設問５ 

・月に数回程度、年に数回程度を合わせた人が過半数以上の施設は市役所・分庁

舎のみという状況であり、反対に今までに利用したことが無い人が過半数以上

の施設は、占める割合が多い順で、老人憩いの家、農村環境改善センター・農

業管理センター、福祉センター、社会福祉会館、郷土資料室、子育て支援セン

ター、診療所、児童館、運動場・スポーツセンターである。 

設問６ 

・施設数について、いずれの施設も満足していない人より満足している人の割合

が上回っている。また、満足していない人の割合はいずれも 2 割未満である。

なお、満足している人の割合が多い順に、市役所、分庁舎、図書館、文化会館、

地域交流拠点施設【道の駅】となる。 

・立地状況について、いずれの施設も満足していない人より満足している人の割

合が上回っている。また、満足していない人の割合はいずれも 2割未満である。

なお、満足している人の割合が多い順に、市役所・分庁舎、図書館、コミュニ

ティセンター、保健センターとなる。 
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・利用可能時間について、いずれの施設も満足していない人より満足している人

の割合が上回っている。また、満足していない人の割合はいずれも 2 割未満で

ある。なお、満足している人の割合が多い順に、図書館、市役所・分庁舎、保

健センター、地域交流拠点施設【道の駅】となる。 

・利用料金について、いずれの施設も満足していない人より満足している人の割

合が上回っている。また、満足していない人の割合はいずれも 2割未満である。

ただし、満足している人の割合もいずれも 2割未満となる。 

設問７ 

・インフラ資産について、公園と上水道、下水道は満足していない人が満足して

いる人の割合を上回っている。特に公園は満足していない人が満足している人

の約 2倍となる。 

○公共施設等に対する考え 

設問８ 

・公共施設の更新問題について、知っている、聞いたことがあるを合わせると約

3分の 2を占める一方、約 3分の 1は知らないと回答している。 

設問９ 

・公共施設における市が取るべき方策について、実施すべき、どちらかといえば

実施すべきを合わせた人が⑦利用していない施設や土地の売却は約 9 割、①施

設の機能の複合化・集約化、②施設の改修、③近隣自治体と協働、④民間のノ

ウハウや資金の活用は約 7 割を占めているが、⑤使用料の引き上げ及び⑥地域

住民の維持管理は約半数となる。 

・インフラ資産における市が取るべき方策について、実施すべき、どちらかとい

えば実施すべきを合わせた人が①計画的に維持管理は約 9 割、②民間のノウハ

ウや資金の活用は約 7割を占めているが、③地域住民の維持管理は約 4割と過

半数を割っている。 

設問１０ 

・市に 1 箇所のみあれば構わない公共施設について、最も多いのが郷土資料室の

約 6 割で、次いで農村環境改善センター・農業管理センター、文化会館、地域

交流拠点施設【道の駅】となる。反対に最も少ないのは児童館で、次いで子育

て支援センター、老人憩いの家となる。 

設問１１ 

・各地域に 1か所必要な公共施設について、最も多いのが児童館の約 4割で、次

いで子育て支援センター、コミュニティセンター、診療所となる。反対に最も

少ないのは郷土資料室で、次いで農村環境改善センター・農業管理センター、

文化会館となる。 

設問１２ 

・優先的に維持・充実すべき公共施設等について、最も多いのが保健センターの

約 4 割で、次いで診療所、子育て支援センター、児童館となる。反対に最も少

ないのは農村環境改善センター・農業管理センターで、次いで郷土資料室、地

域交流拠点施設【道の駅】となる。 

設問１３ 

・統廃合しても構わない公共施設等について、利用者が少ない施設、同じような

公共施設が重複している施設が約 7 割で過半数を超えており、次いで高い維持

管理費がかかっている施設、民間で同様のサービスが提供されている施設、建

物の設備や老朽化が進んでいる施設となる。 
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（３）アンケート結果グラフ
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２．用語解説 

ア行 維持管理 公共施設等を日常的に点検して必要に応じて手を加え、

機能や性能を良好な状態に保つこと。 

カ行 合併算定替期間 合併算定替とは合併した地方公共団体（市町村）に対す

る特例措置として設けられている制度で、合併前の地方

公共団体ごとに普通交付税を計算して合計する、合併後

10 年間のこと。 

義務的経費 歳出における人件費・扶助費・公債費等の支出が制度的

に義務づけられている経費のこと。 

旧耐震基準 建築基準法及び建築基準法施行令が改正される、昭和

56 年（1981 年）5月 31 日以前の設計基準のこと。 

激変緩和期間 合併算定替期間終了後の 5年間のこと。 

この期間中に普通交付税は段階的に縮減され、合併後

16 年目からは合併後の本来の算定（「一本算定」という）

による額の交付となる。 

公債費 借り入れた地方債の元金や利息の返済に要する経費の

こと。 

サ行 指定管理者制度 公の施設の管理に民間の能力やノウハウを幅広く活用 

し、市民サービスの向上と経費の節減を図ることを目的

に、地方公共団体が指定する法人その他の団体などに、

公の施設の管理を委ねる制度のこと。 

除却 公共施設等を解体、処分及び撤去すること。 

新耐震基準 昭和 56 年（1981 年）6月 1 日に施行された建築基準法

及び建築基準法施行令に定められた設計基準のこと。 

タ行 耐用年数 建築物等の資産が、壊れず使用に耐えうる年数のこと。

地方交付税 国の収入から、一定の割合を地方公共団体の財政状況等

に応じて配分されるお金のこと。 

長寿命化 公共施設等を将来に渡り長く使い続けるため、適切な時

期に手を加えることにより、耐用年数を延ばすこと。 

投資的経費 道路、学校、公共施設の建設等その支出の効果が資本形

成に向けられ、施設等がストックとして将来に残るもの

に支出される経費のこと。普通建設事業費等が含まれる。

ハ行 BCP（事業継続計画） 事前に災害や事故が発生した時の対応を整理・準備して

おき、有事の際にも速やかに復旧・再開できるように計

画を立てること。 
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ハ行 PFI プライベート・ファイナンス・イニシアティブ

（Private Finance Initiative）の略。  

公共施設等の建設、維持管理、運営等に民間の資金、

経営的及び技術的な能力を活用し、効率化やサービス

向上を図る公共事業の手法のことをいう。 PPP の代

表的なものの一つ。 

PPP パブリック・プライベート・パートナーシップ（Public 

Private Partnership）の略。官民連携のこと。 

民間の資本やノウハウを利用して効率化やサービス

向上を目指すことを目的とし、公共サービスの提供に

民間が参画する手法を幅広く捉えた概念のこと。  

PDCA サイクル PLAN（計画）、DO（実行）、CHECK（評価）、ACTION（改

善）の 4つのステップを１つのプロセスとして捉えて

運営していくこと。 

扶助費 高齢者、障がい者及び児童等を援助するための社会制

度の一環として支給される経費のこと。 

普通建設事業費 公共施設等、社会資本の新増設等の建設事業に要する

経費のこと。 

平準化 優先順位づけや効率的な維持管理、長寿命化の取組な

どにより、毎年異なる改修・更新等の費用のばらつき

を少なくすること。 

ヤ行 ユニバーサルデザイン すべての人のためのデザインを意味し、老若男女とい

った差異や障がいの有無、能力などにかかわらず、で

きるだけ多くの人が利用可能であるようにデザイン

すること。 

予防保全 損傷が軽微である早期段階に予防的な修繕等を実施

することで、機能の保持・回復を図る管理手法をいう。 

ラ行 LCC（ライフサイクル 

コスト） 

建築物や構造物に関する生涯費用とも呼ばれ、企画設

計、建設、管理運営、解体処分までの全期間に要する

費用のこと。 
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３．策定委員名簿 

（１）平成 27年度                          （敬称略） 

氏 名 選 出 区 分 備考 

鈴 木 賢 一 学識経験者（名古屋市立大学大学院教授 芸術工学研究科長・学部長） 委員長 

佐 藤  峻 学識経験者（愛知県建築士事務所協会津島支部会員・建築士） 副委員長

小 野 隆 彦 学識経験者（愛西市立勝幡小学校校長）  

大 野 伸 二 学識経験者（愛知県海部建設事務所 道路整備課長）  

大 野 宏 行 学識経験者（海部南部水道企業団 配水課長）   

飯 谷 幸 良 愛西市職員（総務部長）  

佐 藤 信 男 愛西市職員（企画部長）     

加 藤 清 和 愛西市職員（経済建設部長）   

横 井 一 夫 愛西市職員（上下水道部長）   

石 黒 貞 明 愛西市職員（教育部長）   

猪 飼  明 愛西市職員（福祉部長）   

◆オブザーバー 

氏 名 選 出 区 分 備考 

宮 川 俊 行 県派遣職員（企画部参事）  

青 山 和 充 県派遣職員（企業誘致対策課主幹） 

（２）平成 28年度                          （敬称略） 

氏 名 選 出 区 分 備考 

鈴 木 賢 一 学識経験者（名古屋市立大学大学院教授） 委員長 

小 野 隆 彦 学識経験者（愛西市立勝幡小学校校長）  

近 藤  敦 学識経験者（愛知県海部建設事務所 道路整備課長）  

大 野 宏 行 学識経験者（海部南部水道企業団 配水課長）   

佐 藤 信 男 愛西市職員（総務部長）    

山 内 幸 夫 愛西市職員（企画政策部長）     

猪 飼  明 愛西市職員（市民協働部長）   

水 谷 辰 也 愛西市職員（健康福祉部長）   

恒 川 美 広 愛西市職員（産業建設部長）   

横 井 一 夫 愛西市職員（上下水道部長）  副委員長

石 黒 貞 明 愛西市職員（教育部長）   

◆オブザーバー 

氏 名 選 出 区 分 備考 

宮 川 俊 行 県派遣職員（企画政策部参事）  
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４．策定経過 

委 員 会 開 催 日 議 題 

第１回愛西市公共施設等

総合管理計画策定委員会

平成 27 年 

8 月 4日（火） 

●愛西市公共施設等総合管理計画策定について

●公共施設等マネジメント基本方針（素案）に

ついて 

第２回愛西市公共施設等

総合管理計画策定委員会

平成 27 年 

11 月 18 日（水）

●愛西市の保有する公共施設の類型別状況等に

ついて 

第３回愛西市公共施設等

総合管理計画策定委員会

平成 28 年 

2 月 4日（木） 

●施設類型ごとの管理に関する基本方針について

●公共施設に関する市民アンケートについて 

市民アンケート（平成 28年 4月 20 日（水）～平成 28年 5月 11 日（水）） 

第４回愛西市公共施設等

総合管理計画策定委員会

平成 28 年 

5 月 26 日（木）

●平成 28年度のスケジュールについて 

●アンケート調査結果（単純集計）について 

●愛西市公共施設等総合管理計画（案）について

第５回愛西市公共施設等

総合管理計画策定委員会

平成 28 年 

8 月 18 日（木）

●アンケート調査結果について 

●愛西市公共施設等総合管理計画（案）について

●パブリックコメントについて 

パブリックコメント（平成 28年 10 月 3日（月）～10月 31 日（月）） 

第６回愛西市公共施設等

総合管理計画策定委員会

平成 29 年 

1 月 19 日（木）

●パブリックコメントの結果について 

●愛西市公共施設等総合管理計画（案）について

鈴木委員長から日永市長へ「愛西市公共施設等総合管理計画」を提出
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